
事業者名：

役 　  職：

氏　　 名：

１． ○

２． ×

３． ×

４． ○

５． ○

６． ×

７． ○

８． ○

【令和８年６月実施②】

一般旅客自動車運送事業者（一般乗用旅客自動車運送事業者を除く。）は、運賃及
び料金並びに運送約款を営業所その他の事業所において公衆に見やすいように掲
示しなければならない。

一般貸切旅客自動車運送事業者は、正当な事由がある場合、運送の申し込みを受
けた順序によらずに旅客の運送を行うことができる。

貸切バスの営業所の名称を変更するときは、事業計画変更の認可を受ける必要が
ある。

一般貸切旅客自動車運送事業者は、発地及び着地のいずれもがその営業区域外に
存する旅客の運送をしてはならない。

一般貸切旅客自動車運送事業者は、災害の場合その他緊急を要する場合及び、一
般乗合旅客自動車運送事業者によることが困難な場合において、一時的な需要の
ために国土交通大臣の許可を受けて地域及び期間を限定して行うとき以外には、乗
合旅客の運送をしてはならない。

試　験　問　題

解答欄

道路運送法の目的には、公共の福祉を増進することが謳われている。

一年以上の拘禁刑に処せられ、その執行を終わり、又は執行を受けることがなくなっ
た日から三年を経過していない者は、一般旅客自動車運送事業の許可を受けること
ができない。

一般貸切旅客自動車運送事業者は、旅客の運賃及び料金を定め、あらかじめ、国土
交通大臣に届け出なければならないが、契約相手方である旅行会社等と特別の契
約がある場合については、遅滞なく国土交通大臣に届け出ることにより、その運賃及
び料金によることができる。

【正誤問題】
解答欄に、正解は〇、間違いは×を付けて下さい。



９． ×

１０． ×

１１． ×

１２． ×

１３． ○

１４． ×

１５． ×

１６． ×

１７． ×

１８． ×

国土交通大臣は、一般旅客自動車運送事業者について旅客の利便を阻害している
事実が認められた場合に限り、事業改善を命ずることができる。

一般貸切旅客自動車運送事業者は、事業用自動車の数が二百両以上でなければ、
安全統括管理者を選任する必要はない。

一般貸切旅客自動車運送事業者は、事前に届出を行えばその名義を他人に利用さ
せてもよい。

一般貸切旅客自動車運送事業者は管理の受託及び委託については、国土交通大
臣の認可を受けなければならない。

一般貸切旅客自動車運送事業者が許可に付された条件に違反したときは、許可の
取り消しを受ける場合がある。

一般貸切旅客自動車運送事業者が事業に使用する自動車の外側に表示しなけれ
ばならないものは、使用者の氏名、名称又は記号のみである。

一般旅客自動車運送事業者は、運賃及び料金又は払戻に関する事項について、事
業計画に定めなければならない。

休止している一般旅客自動車運送事業を再開する場合は、あらかじめ届け出なけれ
ばならない。

一般貸切旅客自動車運送事業者は、事業用自動車の車内に運賃及び料金を旅客
に見やすいように掲示しなければならない。

一般貸切旅客自動車運送事業者は、運送を引き受けた場合には、当該運送の申込
者の任意により、運送引受書を交付することができる。



１９． ×

２０． ○

２１． ×

２２． ×

２３． ×

２４． ○

２５． ×

２６． ×

２７． ○

２８． ×

一般貸切旅客自動車運送事業者は、あらかじめ運行するルートを設定していれば、
道路及び交通の状況を事前に調査せずとも運行することができる。

一般貸切旅客自動車運送事業者は、事業計画の遂行に十分な数の事業用自動車
の運転者を常時選任しておかなければならない。

一般貸切旅客自動車運送事業者は、その事業用自動車が非常信号用具、非常口又
は消火器を備えたものであるときは、当該自動車の乗客に対し、これらの器具の取
扱いについて適切な指導をしなければならない。

一般貸切旅客自動車運送事業者は、事業用自動車の車庫ごとに、自動車の点検及
び清掃のための施設を設けなければならない。

道路運送法関係法令には、一般貸切旅客自動車運送事業者が毎事業年度の経過
後百日以内にインターネット等を用いて公表しなければならない事項が定められてい
る。

旅客自動車運送事業の整備管理者は、事業用自動車の運転者等に対し、旅客自動
車　運送事業運輸規則第二十四条に規定する点呼を行い、報告を求め、確認を行
い、指示を与え、記録し、及びその記録を保存しなければならない。

旅客自動車運送事業者は、事業用自動車の乗務を終了した運転者に対して点呼を
行い、当該事業用自動車、道路及び運行状況について報告を求めなければならな
い。

旅客自動車運送事業者は、事業用自動車に係る事故が発生した場合には、事故の
概要等を記録し、その記録を当該事業用自動車の運行を管理する営業所において
一年間保存しなければならない。

一般貸切旅客自動車運送事業者は、事業用自動車に車掌を乗務させる必要はな
い。

一般貸切旅客自動車運送事業者は、運転者の酒気帯びの有無の確認のためにア
ルコール検知器を用いる必要があるが、アルコール検知器が故障してしまった場合
はこの限りではない。



２９． ○

３０． ×

３１． ○

３２． ×

３３． ×

３４． ○

３５． ○
「輸送の安全を確保するための貸切バス選定・利用ガイドライン」は、安全や利用者
サービスの向上に意欲的に取り組んでいる貸切バス事業者が利用者に選択される
ことを促進することを目的としている。

一般貸切旅客自動車運送事業に従事する自動車運転者の連続運転時間は、４時間
以内である。

運転者は、乗務中は運行指示書を携行しなければならない。

旅客自動車運送事業者は、自動車が転覆し、死者又は重傷者が生じた事故等、国
土交通省令で定められている一定の事故を引き起こした場合については、二十四時
間以内に事故の概要を運輸監理部長又は運輸支局長に速報しなければならない
が、速報を行った場合については、事故の日から三十日以内に行う自動車事故報告
書の提出を省略することができる。

旅客が運送を申し込む際の運送申込書は、一般貸切旅客自動車運送事業標準運送
約款に規定されているが、道路運送法と旅客自動車運送事業運輸規則には規定さ
れていない。

自動車検査証の有効期間は、旅客を運送する自動車運送事業の用に供する自動車
にあっては二年とする。（ただし、検査対象軽自動車は除く）

旅客自動車運送事業運輸規則第四十七条の七第一項の規定に基づき一般貸切旅
客自動車運送事業者が公表すべき輸送の安全にかかわる事項等（国土交通省告示
第1089号）に「事業用自動車に係る情報」は定めにない。



３６.

３７.

３８.

【選択問題】
次の法令の（　　　）にあてはまる言葉を下から選び、記号を入れて下さい。

一般旅客自動車運送事業者は、輸送の安全の確保が最も重要であることを自覚し、絶えず輸
送の安全性の（　　　　）に努めなければならない。

旅客自動車運送事業者は、事業用自動車の運行を中断したときは、当該自動車に乗車してい
る（　　　　）、適切な処置をしなければならない。

イ　　ア．事業者のために　　イ．旅客のために　　ウ．乗務員のために

一般旅客自動車運送事業者の譲渡及び譲受は、国土交通大臣の（　　　　）を受けなければ、そ
の効力を生じない。

　　ア．許可　　イ．認可　　ウ．承認 イ

　ア．向上　　イ．維持　　ウ．確保 ア



３９.

４０.

損益計算書

事業者が提出する事業報告書は、次に記載するとおりである。
　　（　　　　）にあてはまる語句を記入して下さい。 

【筆記問題】

事業者は、事業計画の変更をしようとするときは、国土交通大臣の認可を受けなければなりま
せんが、具体的になにを変更する際に認可が必要となるか、２つ記入して下さい。

営業区域、営業所の位置、自動車車庫の位置及び収容能力、自動車車庫の収容能力

・事業概況報告書
・（　　　　　）
・貸借対照表
・一般貸切旅客自動車運送事業損益明細表

・一般貸切旅客自動車運送事業人件費明細表 

-
タイプライターテキスト




